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1. 要旨 

近年、自動車産業等を起点とするモビリティ領域において、急速な技術革新から生じた外部環

境変化によって既存事業者にイノベーションのジレンマが生じている。このことは、従来参入が困

難であった既存の巨大市場への参入機会を誘発し、技術的不確実性と時間変化によって後発者

優位の市場環境が作られているといってよい。当社は、当該モビリティ市場保有する内部資源であ

る web3.0 を用いた分散ストレージ技術を用いた新規事業の立ち上げを狙っており、技術適用（期

待試行）・顧客インタビュー・資本市場における市場性評価等の調査を経て、当該モビリティ市場

での事業化を検討している。 

研究から明らかになったポイントとして、①モビリティ領域におけるデータインフラに高い市場性

が存在すること、②we3.0 を用いた分散型のアーキテクチャに高い親和性が認められること、③事

業化可能性について外部からの事業期待・評価が得られたことが挙げられる。仔細は本研究に譲

り、本稿では本研究に含まれる事業化にあたってのポイントの整理を試みる。その構成は、まず当

社技術・優位性を web3.0 に触れながら整理し、市場環境・技術・資本市場評価等の分析結果を示

す。次に、事業ドメインの特定とその課題からビジネスモデルの提示を行い、最後に、トラクションと

なる顧客インタビューの結果に触れながら本事業の意義について説明する。 

 

2. 当社および技術開発経緯 

 当社は 2023 年に web3.0（ブロックチェーン）による分散ストレージ技術を社会実装す

る企業として創業した。当該技術は、2014 年より研究を行っていた画像ビッグデータ解析

のエコシステムの一部として開発された傍流の技術であり、その開発姿勢は積極的なもの

ではなかったが、画像ビッグデータ解析の需要拡大とともに内部資源蓄積が進展、キー技術

変数となる「分散台帳技術」に遭遇したことで技術的ブレイクスルーが生じた。 
その後、「デジタルデータの保管」を突破点に分散ノード形成・高速データ分割・多項式

分散暗号処理・仮想化・乱数アルゴリズム・マルチパーティ計算といった外部技術をアカデ

ミアと連携しながら一体の処理として結合することによって実用化に至った。 
その強みは、デジタルデータを断片化・暗号化し、Peer to Peer の機密通信ネットワーク

で構成されたデバイス群に大量の断片化・暗号化データとして分散保存することにある。大

量のデバイスを接続することで、従来のストレージにない①極めて分散化された強度の高

いセキュリティと、②デバイスのコンピューティングパワーを集約した大容量のストレー

ジ領域の提供・データ処理が可能となった。 
現在、当該技術を用いて、AI の学習データ・医療データ・監視カメラデータなど大容量

かつ機微な情報の保存、ユーザー間の日常的なファイル共有などの用途で官公庁・企業・大

学など多くの領域で導入が進んでいる。 
 
このような技術変数間の関係性の組み合わせが競争優位になっている web3.0 ベースの

分散ストレージは極めてユニークであり、先行技術や特許性による競争優位があると判断

した経営陣は 2023 年に新会社を設立、サーバーを用いない HSSN（Hyper Secure Storage 
and Network）技術として販売を開始した。 
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3. web3.0の概念と技術的優位点 

 web3.0 は、2014 年に分散アーキテクチャの主要研究者の一人である Gavin Wood によ

って提唱された概念であり、「分散・暗号化された情報公開システム」による「セキュアな

社会オペレーションシステム」と定義されている。その特徴は、ブロックチェーン技術等を

用いて非中央集権・自律的にサービスを実装できる点にあり、特定の提供者に依拠せずユー

ザー自らサービスを運営できることにある。例えば、海外に住む家族に送金を行いたい場合、

従来ならば銀行を仲介（中央集権）者として、複雑で長時間の送金手続きと高額な手数料を

支払って送金していたものが、ユーザー同士のコンピューティングパワーのみを仲介（非中

央集権）者として、スマホのアプリ上から簡単かつ短時間で少額のネットワーク手数料で送

金ができる。特に多数のユーザーが利用するようなサービスは、多くのコンピューティング

パワーが供給されて大規模なノード形成が可能なことから（例：ビットコインネットワー

ク）、優れた社会実装の形態を実現することが可能となる。 
 
4. モビリティ領域に着目する理由 

当社内の市場分析において、web3.0 に特に適した領域として「金融・メディア・物流・

医療・AI・モビリティ」の 6 領域を抽出しており、その中でモビリティ領域に最も着目し

ている。 
 その理由は、①モビリティ領域の市場規模・環境と②技術的不確実性による環境変化によ

って、従来参入が困難であった既存市場に対し、後発者戦略によって新規参入の可能性が高

い点が挙げられる。また、当該領域は③資本市場からの高い評価も特徴であり、新規参入に

適した市場であると考えられる。 
 
① モビリティ領域の市場規模・環境 

市場規模は 1.7 兆円・CAGR12.6%で成長する巨大市場（出所：矢野経済研究所, 2023）。
年間に生産される自動車の数は 1,047 万台（出所：経済産業省, 2023）とされ、多数の

ユーザーが常に利用する状況にあって、web3.0 の社会実装形態として適している。 
 

② 技術的不確実性による環境変化 
近年、自動運転や OTA：Over The Air と呼ばれるネットワークを利用したコネクティ

ッドサービス、センシングによるデータ収集など急速な技術革新・デジタル化が進行し

ており、従来の自動車や交通システムの在り方そのものがここ 10 年で激変することが

予想される。このような破壊的イノベーションによる市場環境の変化は既存プレーヤー

にイノベーションのジレンマを生じさせており、技術的不確実性と後発者優位の時間的

変化が観察される。従って、web3.0 や分散ストレージ技術など従来市場にない概念・

技術を投入することによって、既存市場の前提をリセットして優位性獲得の源泉になる

ものと判断できる。 
 

③ 資本市場からの高い評価 
筆者調査（砂川, 2024）によれば、web3.0 の技術形態のうち DID(Decentralized 
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IDentity)と呼ばれる分散型の個人デバイス認証分野は、資本市場における時価総額

100 億円以下の中堅中小企業のなかで異常リターン 8.25%（市場調整後株価によるイ

ベント・スタディ。条件：t=0、ユニバース：東証上場企業のうち web3.0 の事業をア

ナウンスメントした約 400 ケース）が観測され、投資家からの評価が極めて高い。こ

のことは、当該市場の成長期待が高いことを示唆し、事業資金のエクイティによる調達

を容易とする。 
 

 以上のように、市場環境・技術的洞察に加え、当社顧客である自動車会社や関連事業者と

の取引においてある程度市場性やニーズを理解していること、また、自動車を起点とするモ

ビリティ領域の産業上の裾野の広さから事業として取り組む社会的意義が高く、モビリテ

ィ領域に着目するに至った。 
 

5. モビリティ領域におけるドメインの特定・課題・ビジネスモデル 

 モビリティ領域には複数のドメインが存在するが、当社の分散ストレージ技術の特長で

ある大容量データをセキュアに保存できる機能が最も競争優位を得ることができるドメイ

ンは、データインフラであると考えられる。 
データインフラとは、地図やストリートビュー、AI 学習データ、自己診断データ（車載

装置の状態・走行ログ等の情報。Diagnosis:ダイアグ情報という）などの大量データを取得

してセキュアに保管し、ナビゲーションシステムや自動運転、物流・配送などのサービスの

元ネタとして利用するためのデータの基盤部分を指す。 
 
当該ドメインはデータの量が最重要となるため、大量のデバイスを稼働させる必要のあ

る web3.0 のアーキテクチャと当社分散ストレージ技術に親和性が高い。また、先行企業に

はゼンリン・ダイナミックマッププラットフォーム社などが存在するが、これらの専業事業

体は、データ取得のために専用の車両・人員・カメラ・ストレージなどの機材を用意し、あ

らゆる条件：道路・オブジェクト（車、バイク、人、自転車、標識など）・天候・時間帯（照

度）などの状況に合わせて、日本全国で自ら（あるいは委託先が）データ収集を行っている。

また、多くのケースで専用 HDD 等の記憶媒体を利用する必要があるため、データ取得量は

ストレージ容量の制約を受け全量保存が困難であり、また、セキュリティ対策のため専用

HDD 等の記憶媒体に保存したものを帰社後に手作業で作業用 PC へ移行するという手間が

発生している。 
 
このような課題に対し、当社は以下のようなビジネスモデルを実現する。 

 
＜ビジネスモデル図＞ 
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従来にない特長は以下のとおりである。 
 
① 分散型データ収集 データ収集用デバイスとして既存のドライブレコーダーを利用し、

データ収集を業とする専業事業体でなくユーザー自らの日常運転からデータを収集し、

分散ストレージに蓄積する。これにより、全国に散らばった不特定多数のユーザーが、

ありとあらゆる条件下で分散的にデータを収集できる。この規模は専業事業体の 1 万倍

以上に達すると試算される。 
② Web3 プラットフォーム 分散ストレージに収集されたデータは、分散台帳やスマート

コントラクトと呼ばれる web3 のインターフェースを利用することにより、専用のシス

テムがなくても容易にデータアクセスを実現できる（dApps：Decentralized 
Apprications という）。 

③ トークンエコノミクス データ利用者からの収益をトークン化し、データ収集者に対し

貢献度に応じて一定％を配布することで収集インセンティブを喚起する。また、当該ト

ークンを ICO / IEO(Initial Coin / Exchange Offering)することにより、トークン市場

でのトークンプレミアムを創造する。これにより、収集者は対価として受け取ったトー

クンのトークンの値上がりやステーキングによる利回りを得ることができる。 
 
このようなビジネスモデル設計は、専業事業者においては既存事業とのカニバリゼーシ

ョンが発生してピボットは極めて困難となる。また、技術的難易度から web3.0 による分散

型のデバイスやストレージ技術、トークンエコノミクスの構築をすぐに模倣することはで

きないと考えられ、後発者である当社に優位性が生じるものと考えられる。 
 

6. 競合他社・先行事例と社会的意義 

 類似のデータインフラ事業について、例えば地図作成やインフラ点検に特化した先行他

社は多く存在するが、いずれも専業事業者であり、web3.0 的なアプローチで分散型事業者

となっている会社は当社の先行調査では見当たらなかった。他方、米国に唯一類似の事例

（HiveMapper：ハイブマッパー）を確認しており、2023 年より一部のエリアの地図デー

タ収集を開始しているが、まだ非常に規模が小さく、日本への進出はあと数年かかるとみら
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れる。また、同社は地図を民主化することを掲げ、GoogleMap に対抗することを目的にし

ており、当社が掲げるモビリティ・データインフラを軸とするビジネスモデルとは違って地

図を作成することそのものを目的にしている。特に、地図データを財団に寄付したり、財団

がトークンを管理したり、財団の DAO(Decentralized Autonomous Organization)でデー

タ加工を行ったり、そもそも直接の競合とみなすのは困難である。 
 
7. 事業スケジュール、事業計画数字 

本ビジネスモデルが想定する売上規模は 5 年後に約 51.7 億円・時価総額 1,000 億円と試

算され、当社新規事業として十分魅力的な水準に到達する見込みである。 
 
＜事業計画数字＞ 

 
 
また、本ビジネスモデルは、当社新規事業として実際に事業化を検討しており、以下のよ

うな立ち上げ/開発スケジュールを想定している。 
 
＜立ち上げ/開発スケジュール＞ 
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当該事業は計 3 フェーズに分け、Phase1 をデバイスの普及/データの収集 → Phase2 を

収集データの活用フェーズ → Phase3 をデジタルエコシステム（トークンエコノミー）の

形成を目標とし、データ・トークンドリブンな MaaS 事業へと展開する見込である。 
 
＜事業フェーズ＞ 

 
 
8. トラクション（顧客インタビュー）状況、まとめ 

これまで延べ 200 人以上の業界関係者・有識者に事業化可能性に関するインタビューを

行った。このうち、大手自動車会社・大手損害保険会社・大手自動車部品会社・大手流通事

業者・大手通信・大手運送会社・大学・某官公庁等から高い評価を得ており、以下のような

フィードバックを得ている。 
 
開発面：ドライブレコーダーの供給・車載デバイスへの開発協力（OBD 接続許可） 
販売面：ドラレコ付き損害保険のドラレコのリプレース・保険と ETC カードをセットに

した EC での販売・自動車部品販売店での販売協力等 
データ収集面：通信事業者の作業車両への搭載・配達車両への搭載についての協力と資本
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業務提携 
研究開発面：国立大・私大あわせて 4 大学との共同・委託研究 
政策・規制・パッケージ面：web3 推進とデータを活用した社会安全インフラの構築につ

いて関係省庁との協議をすでに開始 
 
一方、上記関係機関からは、リスクとしてデータの所有権・個人情報保護などに関する法

的取り扱い、知財化にあたっての関係各社との調整など、いくつかの問題を指摘されている。

当該リスク要因については別途検討が必要である。 
 
 本事業は、日本発の先端技術とエコノミクスを用いた先進的なビジネスモデルであり、従

来 Google や Amazon に牛耳られていた地図データや AI 活用を日本主権に取り戻すプラン

でもある。モビリティデータは、我が国の経済安全保障上も極めて重要なものであり、この

インフラを自国民の力を集めて管理・国内で収益化することは日本のデジタル赤字解消と

国益に資するものとなる。事業モデルの先進性から課題も多く、高い壁を乗り越える必要が

あるが、各ステークホルダからの熱い期待を胸に一日本国民として事業を推進していきた

い。 
 

以上 
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